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統計調査を取り巻く環境悪化の克服に向けて

～公的統計の新たな取り組み～
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 企業の統計調査の回答を支援し、正確な統計を作成するための新たな取り組みとして、
統計調査において悉皆対象になりやすく、報告負担が相対的に大きい約5,000の大企業
（日本の会社企業全体約300万法人の全売上高の50％相当をカバー）に、企業ごとの専任担当者
（サポートスタッフ）として独立行政法人統計センターの職員を配置

 企業の合併・分割等の経常的な把握、企業の回答者と双方向のやりとりを可能とする
専用の情報システム(政府統計オンラインサポートシステム)を通じた統計調査の回答支援等を実施

 高い専門知識を有する職員による調査実施から統計作成までの一貫した業務を実施

企業調査支援事業とは

 統計改革推進会議（議長：内閣官房長官）最終取りまとめ（2017年５月）

 ＧＤＰ統計を軸にした経済統計の改善、統計データの利活用促進、報告者負担の軽減、
業務の見直しなど

 経済財政運営と改革の基本方針2017（2017年６月閣議決定）

 ＧＤＰ統計を軸にした経済統計の改善、ユーザーの視点に立った統計システムの再構築と
利活用促進、報告者負担の軽減と統計行政体制の見直し・業務効率化、基盤強化など

 公的統計の整備に関する基本的な計画（2018年３月閣議決定）

 より正確な景気判断に資する統計の改善、国民経済計算を軸とした横断的な統計整備、
統計の利活用促進・環境改善、統計作成の効率化及び報告者負担の軽減など

統計改革の取組

企業調査支援事業
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専任のスタッフと専用のシステムが統計調査の回答を支援

経済統計への影響度の高い企業等に統計調査の回答サポートを実施
Point
１

 上場企業や売上高が大きい企業などを対象に、統計調査の回答支援、企業専用の
ポータルサイトの開設等のサポート事業を実施

 経済構造統計の中心となる経済構造実態調査及び経済センサス‐活動調査から開始

統計調査の実施を担当する専任のスタッフを配置
Point
２

 セキュアな環境下での安心・スムーズな電子調査票の提出、サポートスタッフへの
個別質問などを可能とする専用のポータルサイト（政府統計オンラインサポート
システム）を開設

 サポートスタッフとのやりとりの履歴や企業の担当者の作業内容など、回答に必要な
情報をポータルサイトに集約して保存することで、企業の担当者の引継ぎもペーパー
レスで効率的

 国家公務員身分をもった独立行政法人統計センターの職員を各企業専任の担当者
（サポートスタッフ）として配置

 統計調査の回答支援、統計業務に関する専門知識を活用した回答内容の確認・照会・
訂正を行うことで、正確な回答データを効率的に整備

企業の担当者とサポートスタッフが専用システムでつながる
Point
３

企業調査支援事業のポイント
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 わが国の中央統計機関として
公的統計制度を支える

「独立行政法人統計センター」
(※)の職員が、サポートスタッフ
として統計調査の回答を支援

※ 独立行政法人統計センターは、総務省
所管の行政執行法人（職員が国家公務員
の身分を有する法人）であり、
経済センサスや国勢調査など、わが国の
基本となる統計の作成（製表）を行う
ほか、各府省や地方公共団体の委託を
受けて各種の統計作成を行い、これらの
機関の統計整備を支援しています。

高い信頼性と専門性を持つ
サポートスタッフ

政府統計オンラインサポートシステムの概要
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政府統計オンラインサポートシステム（ログイン後）

企業調査支援対象
約5,000企業ごとに
開設された専用ページ

企業専任のサポート
スタッフを実名で配置
して回答支援を実施

統計一郎
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政府統計オンラインサポートシステム（回答する統計調査一覧）

これまで回答した
調査の情報を蓄積

調査への回答や
疑義照会のステータス
を表示
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政府統計オンラインサポートシステム（調査ごとの回答ページ）

電子調査票のダウンロード、
アップロード及び回答済み
調査票の参照

調査に回答するための関連資料

サポートスタッフからの
疑義照会

統計一郎
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政府統計オンラインサポートシステム（疑義照会ページ）

サポートスタッフからの疑義照会は
スレッド形式でのメッセージと
添付ファイル（疑義票）での
やりとりが可能

統計一郎
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取
込

審査・訂正システム

企業調査支援事業における審査・訂正処理

 企業との双方向のコミュニケーションを図る「政府統計オンラインサポートシステム」
とは別に、回答データの審査・訂正や産業分類格付等を行う「審査・訂正システム」
を運用し、正確な回答データを作成
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審査・訂正システムのイメージ

審査・訂正システムで検知したエラーに
基づき、サポートスタッフが企業の財務
諸表などの公開情報を確認し、
必要に応じて企業に疑義照会を実施
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対話形式での照会

 疑義照会は、「政府統計オンラインサポートシステム」に実装されている疑義照会機能で、
企業との対話形式（スレッド形式）による実施が可能

 企業に対して、システムへのログインを促す自動配信メールが送信されるため、
ログイン後の安全な環境での疑義回答が可能

「政府統計オンラインサポートシステム」による疑義照会
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企業

サポートスタッフ

システムへのログイン
を促す自動配信メール

対話形式による疑義照会のイメージ

ログインURL付きのメール
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 産業分類や同一企業グループ等の属性により支援対象約5,000企業を５つにグループ化して

「５班（調査支援第１～第５担当）」に割り当て

 各班にはサポートスタッフ７名を配置、スタッフ１人当たり約140企業を担当

調査支援第１担当 調査支援第２担当 調査支援第５担当調査支援第４担当調査支援第３担当

運輸業、郵便業
卸売業、金融業、
保険業 等

学術研究、専門・技
術サービス業、宿泊
業、飲食サービス業、
生活関連サービス業、
娯楽業 等

情報通信業、
小売業、不動産業、
物品賃貸業 等

農業、林業、
鉱業、建設業、
製造業 等

製造業、
情報通信業、
卸売業 等

■調査対象企業の理解
会社法制度、企業会計制度、有価証券報告書・財務諸表、
組織形態（事業所の捉え方）、Ｍ＆Ａ、商慣習・業界慣行

■統計調査の実施
統計法制度、調査規則、調査系統、調査事項、守秘義務・セキュリティ

■製表実務
データチェック要領、産業分類符号格付、統計表の見方、品質管理・進捗管理

■企業担当者とのコミュニケーション
傾聴・質問力、説明・交渉力、電話応対・ビジネス文書作成

サポートスタッフに求められるスキル

 経済統計への影響度が高い企業
 金融商品取引法（昭和23年法律第25号）に基づく有価証券報告書等を提出している企業

 売上高等が1000億円以上（かつ会社企業の場合は資本金が２億円以上）の企業

 相互会社

企業調査支援対象となる企業

サポートスタッフの配置

企業調査支援の対象企業及び実施体制
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年１回実施の経済統計調査の場合

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

問合せ対応（通年）

フリーダイヤル開設
（平日9:00～18:00）

又は
政府統計オンライン
サポートシステム

企業の合併・分割等
情報の整備（通年）

国税庁法人番号公表
サイト等の確認

次回調査実施の受託

次回調査の名簿整備
調査用品作成
業務マニュアル整備
業務研修

← 調査名簿に反映

未回答企業への督促

（架電・文書発送）

集計・結果表審査

回収調査票の審査
疑義照会

（調査票の受付、
産業分類格付、
データチェック、

疑義照会、
データ訂正）

調査期日：６/１
回答期限：６/30

調査票発送
（回答依頼）

調査実施の事前
お知らせ発送

（一次集計結果公表）

企業調査支援の実施スケジュール
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企業調査支援の拡大

毎月実施の経済統計調査への対応

 2025年１月から、年１回実施の経済統計調査に加え、毎月実施の経済統計調査にも対応

 毎年６月実施の年次調査と月次調査を並行して安定的に実施するための厳格な進捗管理と効率的な業
務の遂行が必要
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対象企業数 対象統計調査
サポート
スタッフ数

調査票
回収率

オンライン
回答率

平成30年度 実施準備 ７名 ー ー

令和元年度
サービス産業に属する

約3,000企業
経済構造実態調査 21名 98.5％ 58.1％

令和２年度 〃 〃 21名 99.1％ 67.9％

令和３年度 全産業約5,000企業 経済ｾﾝｻｽ-活動調査 30名 99.0％ 76.5％

令和４年度 〃
経済構造実態調査
科学技術研究調査
企業活動基本調査

27名 99.4％ 82.2％

令和５年度 〃 〃 30名 100％ 84.8％

令和６年度 〃 〃 35名 100％ 87.9％

令和７年度 〃 〃 35名 実施中 実施中

企業調査支援のこれまでの実績（年次調査の場合）
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ご清聴ありがとうございました


